
販売用資料
東京海上・ニッポン世界債券ファンド
（為替ヘッジあり）/（為替ヘッジあり）（年1回決算型）
追加型投信／海外／債券 2022年8月作成

85

90

95

100

105

2021/12 2022/3 2022/6（年/月）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

2021/12 2022/3 2022/6

スプレッド 利回り

（年/月）

（％）

※ 上記グラフは過去の実績であり、将来の動向や運用成果等を示唆・保証するものではありません。

日系発行体が発行する外貨建社債の動向
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2022年初以降の債券市場（米国債）の動向

日系発行体が発行する外貨建社債のパフォーマンス推移

米国国債（5年、10年）の利回りと

米国政策金利の推移

日系発行体が発行する

外貨建社債の利回りとスプレッドの推移

2021年12月31日～2022年7月29日、日次

出所：ブルームバーグ

2021年12月31日～2022年7月29日、日次

日系企業の外貨建社債：
ブルームバーグ・グローバル総合インデックス日本（除く日本円）
※上記指数は当ファンドのベンチマークではありません。
※ブルームバーグ指数については、8ページを参照ください。

2021年12月31日を100として指数化

出所：ブルームバーグ

※ 当ファンドの利回りではありません。

2021年12月31日～2022年7月29日、日次

 2022年7月末の米国債利回りは、2021年末の水

準と比べて大幅に上昇（価格は下落）しました。

 2022年初以降、コロナ禍におけるサプライチェーンの

混乱、ロシアによるウクライナ侵攻に伴うエネルギー価

格の上昇、米国の景気回復を背景に米国のインフレ

率が高止まりするなか、市場において当初想定されて

いたよりも早いペースでの利上げが意識され、米国債

利回りは急上昇しました。

 6月中旬以降、FRB（米連邦準備制度理事会）

の金融引き締めなどによる米国の景気後退への懸念

が高まったことにより、米国債利回りは低下しました。

 2022年初以降、インフレ率の上昇や米国の利上げ

再開および今後の利上げペースに対する懸念に加え、

急激な利上げによる景気後退懸念などから、日系発

行体が発行する外貨建社債のスプレッド（社債と国

債の利回り格差）は拡大し、それに伴いパフォーマン

スも大幅に低下しました。

 足もとでは、インフレ率は依然高止まりの状況にあるな

か、過度な利上げに対する警戒感が弱まったことなど

からスプレッドは小幅ながら縮小しました。さらに、

2022年6月以降、米国債利回りが低下傾向にある

ことなどをうけて、値ごろ感が出てきた日系発行体が

発行する外貨建社債にも買いが入るなど、投資状況

は改善していると考えられ、パフォーマンスも回復傾向

にあります。
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出所：ブルームバーグ

投資妙味が増す日系企業の外貨建債券
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※当ページの基準価額の推移、パフォーマンスは（為替ヘッジあり）のものです。（為替ヘッジあり）（年1回決算型）については委託会社のホームページおよび月次
報告書でご確認ください。

ファンドの運用状況

※基準価額、基準価額(税引前分配金再投資）は信託報酬控除後のものです。※基準価額、基準価額(税引前分配金再投資）は1万口当たりで表示し
ています。※基準価額（税引前分配金再投資）は、税引前分配金を再投資したと仮定して計算したものであり、実際の基準価額とは異なります。※最終利
回りについては、作成基準日の日本円とヘッジ対象各通貨のスポットレートから3カ月先渡し為替レートを引いた差分をスポットレートで割って年率換算した後に、
通貨別構成比率で加重平均した理論上の数値をヘッジコストとして算出した利回りであり、実際のヘッジコストを用いたものではありません。また、当該利回りは、
東京海上・ニッポン世界債券マザーファンドが保有する債券の加重平均利回りであり、ファンドの利回りではありません。※上記は過去の実績であり、将来の動向
等を示唆・保証するものではありません。

 2021年12月末から2022年7月末までの当ファンドのパフォーマンスは、▲9.2％（税引前分配金再投資基

準価額ベース）となりました。

 主な下落要因は、米国債利回りの上昇及びスプレッドが拡大したことによるものです。

設定来の基準価額推移

2009年12月30日(設定日)～2022年7月29日、日次

2021年12月31日～2022年7月29日、日次

2022年初来の基準価額推移

出所：ブルームバーグ
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マザーファンドが保有する債券の

為替ヘッジ後の最終利回り（複利）の推移
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今後の見通し

※ 上記は過去の実績および将来の見通しであり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

日本円と主要通貨の

年初来のヘッジコストの推移

2021年12月31日～2022年7月29日、日次

※ファンドでは、2022年7月末時点において投資対象となる外貨建債券の平均残存期間（年）は約4.5年となりますが、為替ヘッジは1～3ヵ月程度のより
短い期間で行い、ロール（連続して更新していく）を行っています。こうした運用をする場合、一般的に為替ヘッジを更新する際に、短期金利差が拡大すると為
替ヘッジコストは上昇し、逆に短期金利差が縮小すると為替ヘッジコストは低下します。なおファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行っており、東京海上・
ニッポン世界債券マザーファンドの平均残存期間を記載しています。
※ヘッジコストは、各時点の日本円とヘッジ対象通貨のスポットレートから3ヵ月先渡為替レートを引いた差分をスポットレートで割って年率換算したものであり、
ファンドにおける実際のヘッジコストを示すものではありません。なお、ヘッジコストは通貨間の短期金利差や市場における需給等の要因で変動します。
※上記のマザーファンドが保有する債券の平均利回り（為替ヘッジ後）はシミュレーションであり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。※上記で
使用するインデックスは、野村證券が公表する指数であり、その知的財産は同社に帰属します。また、同社は対象インデックスにつて、正確性、完全性、信頼性、
有用性を保証するものではありません。※日本国債（円建）・日本社債（円建）の利回りは、ファンドに組み入れる債券の利回りではありません。※「マザー
ファンドが保有する債券の平均利回り（為替ヘッジ後）」は、ファンドが主な投資対象とする東京海上・ニッポン世界債券マザーファンドが保有する債券のデータ
にヘッジコストを加味したものであり、ファンドの利回りではありません。

 2022年後半のスプレッドについては、金融政策の正

常化の過程において拡大・縮小を繰り返しながらも、

米国の利上げに伴い業績悪化懸念のある銘柄を中

心にスプレッドの拡大圧力が今後継続すると思われま

す。一方で、社債利回りは過去から見ても高い水準に

あることから、インフレ率上昇の鈍化及び米国の利上げ

終着点の見通しが定まってくると、信用力の高い銘柄

から、徐々にスプレッドが縮小されていく展開を想定して

います。

 日本円と主要通貨とのヘッジコストは、各国の短期金

利の上昇に伴い年末にかけて上昇する見通しですが、

その後は景気後退および利下げが意識されるなかで

徐々に低下に転ずる展開を想定しています。

 こうした環境下、当ファンドが主な投資対象とする日系

発行体が発行する外貨建社債は、足もとの米国債利

回りの低下などにより、投資状況は改善していると考え

られます。また、ヘッジコスト控除後でも円建ての国債

や社債と比べて相対的に高い利回りを背景としたイン

カムゲイン（利息収入）が期待できることや、2023年

以降の景気後退を背景とした金利低下局面ではキャ

ピタルゲイン（値上がり益）も期待できる可能性があり

ます。このような市場環境を考えると、当ファンドの投資

妙味は高まっていると考えます。

出所：ブルームバーグ
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出所：Refinitiv、野村證券 ※利回りはすべて税引前
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日本の国債・社債との利回り(複利)比較

2022年7月29日時点

 米国債利回りに関しては、市場では既に中立金利とされる2.5%程度を上回る利上げが織り込まれていると考えら

れていることなどから、更なる金利上昇余地は限定的だと考えています。また2023年以降には世界的な景気減速

予測を背景に金利低下に転じる展開を見込んでいます。
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ファンドの特色 詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

1. 主として日系発行体の外貨建債券に投資します。
 主として「東京海上・ニッポン世界債券マザーファンド」を通じて、日系発行体（日本企業もしくはその子会社、日本の政府機関等）が

世界で発行する外貨建債券等に投資を行い、安定した収益の確保と信託財産の中長期的な成長を目標として運用を行います。

 原則として、発行体（母体企業の格付を含みます。）がA格相当以上※の外貨建債券等を投資対象とします。

※ Moody’s社、S&P社、R&I社、JCR社、Fitch社（2022年5月現在）のいずれかからA格相当以上の格付を取得しているもの

2. 先進3通貨圏の外貨建債券に投資を行い、対円で為替ヘッジします。
 北米通貨圏と欧州通貨圏、オセアニア通貨圏の外貨建債券に投資を行います。

 原則として、対円で為替ヘッジを行うことにより、為替変動リスクの低減を図ります。

※為替ヘッジを行うことで、為替変動リスクの低減を図りますが、為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。

※一般的に、円金利がヘッジ対象通貨の金利よりも低い場合、これらの金利差相当分のヘッジコストが発生します。ただし、為替市場における需給の影響等

によっては、金利差相当分以上のヘッジコストがかかる場合があります。

3.毎決算時に分配方針に基づいて収益分配を行います。
 東京海上・ニッポン世界債券ファンド（為替ヘッジあり）

毎月20日（休業日の場合には翌営業日）を決算日として、原則として利子等収益を中心に継続的に安定した収益分配をめざしま

す。毎年6月および12月の決算時の分配金額は、上記の分配金額に売買益等を付加して分配する場合があります。

 東京海上・ニッポン世界債券ファンド（為替ヘッジあり）（年1回決算型）

毎年11月20日（休業日の場合は翌営業日）を決算日として、収益分配金額は、基準価額の水準、市況動向等を勘案して決定し

ます。

※分配金額は、委託会社が基準価額の水準、市況動向等を勘案して決定します。

※分配対象額が少額の場合等には、分配を行わないことがあります。

※詳しくは、5ページの「収益分配金に関する留意事項」をご覧ください。

※将来の分配金の支払いおよびその金額について、示唆・保証するものではありません。実際の分配金額は運用実績に応じて決定されます。

ファンドの主なリスクについて 詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

・ 投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、投資元本を

割り込むことがあります。

・ 運用による損益は、全て投資者に帰属します。

・ 投資信託は預貯金や保険と異なります。

・ ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

金利変動リスク 公社債は、一般に金利が上昇した場合には価格は下落し、反対に金利が下落した場合には価格は上昇します。
したがって、金利が上昇した場合、基準価額が下落する要因となります。

信用リスク 一般に、公社債や短期金融商品等の発行体にデフォルト（債務不履行）が生じた場合、またはデフォルトが予
想される場合には、当該公社債等の価格は大幅に下落することになります。したがって、組入公社債等にデフォル
トが生じた場合、またデフォルトが予想される場合には、基準価額が下落する要因となります。

為替変動リスク 外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変動の影響を
受けます。為替レートは、各国・地域の金利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他の要因により大幅に
変動することがあります。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円高方向にすすんだ場合には、基
準価額が下落する要因となります。なお、ファンドは原則として為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を図りますが、
為替変動リスクを完全に排除できるものではありません。また、円金利がヘッジ対象通貨建ての金利より低い場合、
これらの金利差相当分のヘッジコストがかかります。ただし、為替市場における需給の影響等によっては、金利差相
当分以上のヘッジコストがかかる場合があります。

カントリーリスク 投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または取引に対して新た
な規制が設けられた場合には、基準価額が予想以上に下落したり、投資方針に沿った運用が困難となることがあ
ります。

流動性リスク 受益者から解約申込があった場合、組入資産を売却することで解約資金の手当てを行うことがあります。その際、
組入資産の市場における流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅に安い価格で売却せざるを得ないこと
があります。この場合、基準価額が下落する要因となります。また、ファンドでは、比較的流動性の低い資産への投
資を行うため、より流動性の高い資産への投資を行うファンドと比べて、基準価額への影響度合いが大きくなる可
能性があります。

基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。
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収益分配金に関する留意事項

詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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お申込みメモ

詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

購入単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

換金単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して、5営業日目からお支払いします。

申込締切時間 原則として午後３時までに、販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金には制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付の
中止および取消し

取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金のお申
込みの受付を中止すること、およびすでに受け付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消すことがあります。

購入・換金申込不可日
以下に該当する日には、購入・換金のお申込みができません。
・ニューヨーク証券取引所の休業日 ・英国証券取引所の休業日 ・オーストラリア証券取引所の休業日

信託期間
為替ヘッジあり：無期限（2009年12月30日設定）
為替ヘッジあり・年1回決算型：2024年11月20日まで（2013年8月21日設定）

繰上償還
以下に該当する場合等には、繰上償還することがあります。
・受益権の総口数が30億口を下回ることとなったとき ・ファンドを償還することが受益者のため有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

決算日
為替ヘッジあり：毎月20日（休業日の場合は翌営業日）
為替ヘッジあり・年1回決算型：11月20日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配

為替ヘッジあり：年12回の決算時に収益分配方針に基づき、収益分配を行います。
※販売会社との契約によっては再投資が可能です。

為替ヘッジあり・年1回決算型：年1回の決算時に収益分配方針に基づき、収益分配を行います。
※販売会社との契約によっては再投資が可能です。

課税関係

収益分配時の普通分配金、換金時および償還時の差益に対して課税されます。課税上は株式投資信託として
取扱われます。公募株式投資信託は、税法上、少額投資非課税制度「NISA」および未成年者少額投資非課
税制度「ジュニアNISA」の適用対象です。配当控除および益金不算入制度の適用はありません。
※上記は、2022年5月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、内容等が変更される場合があります。

ファンドの費用 詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ファンドの手数料等の合計金額については、保有期間等に応じて異なりますので、事前に表示することができません。また、上記の内容については、
作成日時点のものであり、変更になることがありますのでご留意ください。

● 購入時に直接ご負担いただく費用

購入時手数料 ：購入価額に1.65％（税抜1.50％）の率を乗じて得た額を上限として販売会社が個別に定める額とします。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。

● 換金時に直接ご負担いただく費用

信託財産留保額 ：信託財産留保額はありません。

● 投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用

運用管理費用
（信託報酬）

：ファンドの純資産総額に対し、年1.232％（税抜1.12％）の率を乗じて得た額

その他の費用・
手数料

：以下の費用・手数料等がファンドから支払われます。
・監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用

ファンドの純資産総額に年率0.011％（税込）をかけた額（上限年66万円）を日々計上します。支払時期につ
いては、以下の通りとします。
為替ヘッジあり：毎計算期末または信託終了の時にファンドから支払われます。
為替ヘッジあり・年1回決算型：毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および毎計算期末または信託終了の時にファン

ドから支払われます。
・組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料
・資産を外国で保管する場合にかかる費用
・信託事務等にかかる諸費用
※監査にかかる費用を除く上記の費用・手数料等は、取引等により変動するため、事前に料率、上限額等を表示する

ことができません。
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株式会社 愛知銀行 ○ 東海財務局長（登金）第12号 ○ ○ ○

株式会社 あおぞら銀行 ○ 関東財務局長（登金）第8号 ○ ○ ○ ○

株式会社 足利銀行 ○ 関東財務局長（登金）第43号 ○ ○ ○

株式会社 イオン銀行 ○ 関東財務局長（登金）第633号 ○ ○

株式会社 池田泉州銀行 ○ 近畿財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 ○ 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○ ○

auカブコム証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ証券 ○ 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○ ○

ＦＦＧ証券株式会社 ○ 福岡財務支局長（金商）第5号 ○ ○ ○ ○

株式会社 大垣共立銀行 ○ 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第191号 ○ ○

岡崎信用金庫 ○ 東海財務局長（登金）第30号 ○ ○

岡三証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○ ○

株式会社 鹿児島銀行 ○ 九州財務局長（登金）第2号 ○ ○

九州ＦＧ証券株式会社 ○ 九州財務局長（金商）第18号 ○ ○

京都信用金庫 ○ 近畿財務局長（登金）第52号 ○ ○ ○

株式会社 きらぼし銀行

（委託金融商品取引業者 きらぼしラ

イフデザイン証券株式会社)

○ 関東財務局長（登金）第53号 ○ ○ ○

株式会社 きらぼし銀行 ○ 関東財務局長（登金）第53号 ○ ○ ○

きらぼしライフデザイン証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第3198号 ○ ○

株式会社 熊本銀行 ○ 九州財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○

ぐんぎん証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第2938号 ○ ○

株式会社 三十三銀行 ○ 東海財務局長（登金）第16号 ○ ○

株式会社 滋賀銀行 ○ 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○ ○

株式会社 静岡銀行 ○ 東海財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第10号 ○ ○ ○

株式会社 七十七銀行 ○ 東北財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○ ○

七十七証券株式会社 ○ 東北財務局長（金商）第37号 ○ ○ ○

株式会社 十八親和銀行 ○ 福岡財務支局長（登金）第3号 ○ ○ ○

株式会社 十六銀行 ○ 東海財務局長（登金）第7号 ○ ○ ○

株式会社 証券ジャパン ○ 関東財務局長（金商）第170号 ○ ○ ○

株式会社 常陽銀行 ○ 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○ ○ ○

株式会社 新生銀行

（委託金融商品取引業者 マネックス

証券株式会社）

○ 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○ ○

株式会社 大光銀行 ○ 関東財務局長（登金）第61号 ○ ○

株式会社 千葉銀行 ○ 関東財務局長（登金）第39号 ○ ○ ○

株式会社 中京銀行 ○ 東海財務局長（登金）第17号 ○ ○

東海東京証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○ ○

株式会社 東邦銀行 ○ 東北財務局長（登金）第7号 ○ ○

とうほう証券株式会社 ○ 東北財務局長（金商）第36号 ○ ○

東洋証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第121号 ○ ○ ○ ○

株式会社 南都銀行 ○ 近畿財務局長（登金）第15号 ○ ○

野村證券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

八十二証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○ ○ ○

浜銀ＴＴ証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第1977号 ○ ○

株式会社 東日本銀行 ○ 関東財務局長（登金）第52号 ○ ○

株式会社 肥後銀行 ○ 九州財務局長（登金）第3号 ○ ○

株式会社 百五銀行 ○ 東海財務局長（登金）第10号 ○ ○ ○ ○

百五証券株式会社 ○ 東海財務局長（金商）第134号 ○ ○

広島信用金庫 ○ 中国財務局長（登金）第44号 ○ ○

フィデリティ証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第152号 ○ ○ ○

株式会社 福井銀行 ○ 北陸財務局長（登金）第2号 ○ ○ ○ ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会 お取扱いファンド

※岡三証券株式会社は一般社団法人日本暗号資産取引業協会に加入しています。
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取扱販売会社

■設定・運用は

加入協会： 一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会
一般社団法人第二種金融商品取引業協会

商 号 等 ： 東京海上アセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第361号

以下は、取次販売会社です。

ご留意事項
●当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当た

っては必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご確認の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社
までご請求ください。

●当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
●当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載された

図表等の内容は、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。
●投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は

変動します。したがって、元本が保証されているものではありません。
●投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に生じた利益およ

び損失は、全て投資家に帰属します。
●投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
●投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
●登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。

●ブルームバーグ・インデックスについて
「Bloomberg®」およびブルームバーグ・グローバル総合インデックス日本（除く日本円）は、Bloomberg Finance L.P.および、同インデックスの
管理者であるBloomberg Index Services Limited（以下「BISL」）をはじめとする関連会社（以下、総称して「ブルームバーグ」）のサービ
スマークであり、東京海上アセットマネジメント株式会社による特定の目的での使用のために使用許諾されています。ブルームバーグは東京海上ア
セットマネジメント株式会社とは提携しておらず、また、ファンドを承認、支持、レビュー、推奨するものではありません。ブルームバーグは、ファンドに関
連するいかなるデータもしくは情報の適時性、正確性、または完全性についても保証しません。
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株式会社 福岡銀行 ○ 福岡財務支局長（登金）第7号 ○ ○ ○ ○

株式会社 福岡中央銀行 ○ 福岡財務支局長（登金）第14号 ○ ○

株式会社 北海道銀行 ○ 北海道財務局長（登金）第1号 ○ ○ ○ ○

松井証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○ ○ ○

マネックス証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○ ○

丸三証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第167号 ○ ○

株式会社 みずほ銀行 ○ 関東財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○ ○ ○

みずほ証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第94号 ○ ○ ○ ○ ○

三井住友信託銀行株式会社 ○ 関東財務局長（登金）第649号 ○ ○ ○ ○

株式会社 武蔵野銀行 ○ 関東財務局長（登金）第38号 ○ ○

株式会社 横浜銀行 ○ 関東財務局長（登金）第36号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 ○ 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○ ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会 お取扱いファンド
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空知信用金庫 ○ 北海道財務局長（登金）第21号 ○

長岡信用金庫 ○ 関東財務局長（登金）第248号 ○

はくさん信用金庫 ○ 北陸財務局長（登金）第35号 ○

播州信用金庫 ○ 近畿財務局長（登金）第76号 ○ ○ ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会 お取扱いファンド


